
瀬戸市子ども・子育て支援法施行細則の一部を改正する規則をここに公

布する。  

令和元年９月３０日 

瀬戸市長  伊 藤 保 德  

瀬戸市規則第２０号 

瀬戸市子ども・子育て支援法施行細則の一部を改正する規則  

瀬戸市子ども・子育て支援法施行細則（平成２７年瀬戸市規則第９号）

の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

目次 目次 

第１章 総則（第１条） 第１章 総則（第１条） 

第２章 子どものための教育・保育給付 第２章 子どものための教育・保育給付 

第１節 教育・保育給付認定等（第２条―第 

１２条） 

第１節 支給認定等（第２条―第１２条） 

第２節 施設型給付費及び地域型保育給付費 

等の支給（第１３条―第１７条） 

第２節 施設型給付費及び地域型保育給付費 

等の支給（第１３条―第１７条） 

第３章 子育てのための施設等利用給付  

第１節 施設等利用給付認定等（第１８条― 

第２６条） 

 

第２節 施設等利用給付費の支給（第２７条）  

第４章 特定教育・保育施設及び特定地域型保 

 育事業者並びに特定子ども・子育て支 

援提供者 

第３章 特定教育・保育施設及び特定地域型保 

育事業者 

第１節 特定教育・保育施設（第２８条―第 

３２条） 

第１節 特定教育・保育施設（第１８条―第 

２２条） 

第２節 特定地域型保育事業者（第３３条― 

第３７条） 

第２節 特定地域型保育事業者（第２３条― 

第２７条） 



第３節 業務管理体制の整備等（第３８条） 第３節 業務管理体制の整備等（第２８条） 

第４節 特定子ども・子育て支援提供者（第 

３９条―第４１条） 

 

第５章 雑則（第４２条・第４３条） 

附則 

第４章 雑則（第２９条・第３０条） 

附則 

第２章 子どものための教育・保育給付 第２章 子どものための教育・保育給付 

第１節 教育・保育給付認定等 第１節 支給認定等 

（労働時間の下限） （労働時間の下限） 

第２条 府令第１条の５第１号の市町村が定める 

時間は、６０時間とする。 

第２条 府令第１条第１号の市町村が定める時間

は、６０時間とする。 

（認定の申請） （認定の申請） 

第３条 府令第２条第１項に規定する申請書は、

施設型給付費・地域型保育給付費等教育・保育

給付認定申請書によるものとする。 

第３条 府令第２条第１項に規定する申請書は、

施設型給付費・地域型保育給付費等支給認定申

請書によるものとする。 

（認定の結果の通知等） （認定の結果の通知等） 

第４条 法第２０条第４項前段の規定による通知

は、施設型給付費・地域型保育給付費等教育・

保育給付認定（変更）通知書により行うものと

する。 

第４条 法第２０条第４項前段の規定による通知

は、施設型給付費・地域型保育給付費等支給認

定（変更）通知書により行うものとする。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 法第２０条第５項の規定による通知は、施設

型給付費・地域型保育給付費等教育・保育給付

認定却下通知書により行うものとする。 

３ 法第２０条第５項の規定による通知は、施設

型給付費・地域型保育給付費等支給認定却下通

知書により行うものとする。 

（教育・保育給付認定の有効期間） （支給認定の有効期間） 

第５条 ＜省略＞ 第５条 ＜省略＞ 

２ 府令第８条第６号及び第１２号の市町村が定

める期間は、府令第１条の５第９号に掲げる事

由に該当するものとして認めた事情を勘案して

市長が適当と認める期間とする。 

２ 府令第８条第６号及び第１２号の市町村が定

める期間は、府令第１条第９号に掲げる事由に

該当するものとして認めた事情を勘案して市長

が適当と認める期間とする。 

３ 府令第８条第７号及び第１３号の市町村が定

める期間は、府令第１条の５第１０号に掲げる

事由に該当するものとして認めた事情を勘案し

て市長が適当と認める期間とする。 

３ 府令第８条第７号及び第１３号の市町村が定

める期間は、府令第１条第１０号に掲げる事由

に該当するものとして認めた事情を勘案して市

長が適当と認める期間とする。 

（現況の届出） （現況の届出） 



第６条 府令第９条第１項の規定による届書は、

施設型給付費・地域型保育給付費等教育・保育

給付認定現況届によるものとする。 

第６条 府令第９条第１項の規定による届書は、

施設型給付費・地域型保育給付費等支給認定現

況届によるものとする。 

（教育・保育給付認定の変更の認定の申請） （支給認定の変更の認定の申請） 

第７条 府令第１１条第１項の申請書は、教育・

保育給付認定変更（取消）申請書兼届出書によ

るものとする。 

第７条 府令第１１条第１項の申請書は、支給認

定変更（取消）申請書兼届出書によるものとす

る。 

（申請による教育・保育給付認定の変更の認定

の結果の通知等） 

（申請による支給認定の変更の認定の結果の通

知等） 

第８条 法第２３条第３項において準用する法第

２０条第４項前段の規定による通知は、施設型

給付費・地域型保育給付費等教育・保育給付認

定（変更）通知書により行うものとする。 

第８条 法第２３条第３項において準用する法第

２０条第４項前段の規定による通知は、施設型

給付費・地域型保育給付費等支給認定（変更）

通知書により行うものとする。 

２ 法第２３条第３項において準用する法第２０

条第５項の規定による通知は、施設型給付費・

地域型保育給付費等教育・保育給付認定変更却

下通知書により行うものとする。 

２ 法第２３条第３項において準用する法第２０

条第５項の規定による通知は、施設型給付費・

地域型保育給付費等支給認定変更却下通知書に

より行うものとする。 

（職権による教育・保育給付認定の変更の認定

の通知） 

（職権による支給認定の変更の認定の通知） 

第９条 法第２３条第５項において準用する法第

２０条第４項前段の規定による通知は、施設型

給付費・地域型保育給付費等教育・保育給付認

定（変更）通知書により行うものとする。 

第９条 法第２３条第５項において準用する法第

２０条第４項前段の規定による通知は、施設型

給付費・地域型保育給付費等支給認定（変更）

通知書により行うものとする。 

（教育・保育給付認定の取消しの通知） （支給認定の取消しの通知） 

第１０条 府令第１４条第１項の規定による通知

は、施設型給付費・地域型保育給付費等教育・

保育給付認定取消通知書により行うものとす

る。 

第１０条 府令第１４条第１項の規定による通知

は、施設型給付費・地域型保育給付費等支給認

定取消通知書により行うものとする。 

（申請内容の変更の届出） （申請内容の変更の届出） 

第１１条 府令第１５条第１項の届書は、教育・

保育給付認定変更（取消）申請書兼届出書によ

るものとする。 

第１１条 府令第１５条第１項の届書は、支給認

定変更（取消）申請書兼届出書によるものとす

る。 

第２節 施設型給付費及び地域型保育給 

付費等の支給 

第２節 施設型給付費及び地域型保育給 

付費等の支給 



（施設型給付費及び地域型保育給付費等の支給

の基準） 

（施設型給付費及び地域型保育給付費等の支給

の基準） 

第１３条 法第２７条第３項第２号、第２８条第

２項各号、第２９条第３項第２号及び第３０条

第２項各号に掲げる政令で定める額を限度とし

て市町村が定める額（法附則第９条第１項第１

号イ、第２号イ⑴及びロ⑴並びに第３号イ⑴及

びロ⑴に掲げる政令で定める額を限度として市

町村が定める額を含む。以下「利用者負担額」

という。）は、法第１９条第１項第１号に掲げ

る小学校就学前子ども（法第１９条第１項第２

号に掲げる小学校就学前子どもが特別利用教育

を受けた場合を含む。）及び法第１９条第１項

第２号に掲げる小学校就学前子ども（特別利用

教育を受ける子ども及び満３歳に到達した日の

属する年度中の子どもを除く。）にあっては零

とし、法第１９条第１項第３号に掲げる小学校

就学前子ども（満３歳に到達した日の属する年

度中の法第１９条第１項第２号に掲げる小学校

就学前子どもを含む。）にあっては教育・保育

給付認定保護者の属する世帯の所得の状況等に

応じ、別表に定める基準により算定した額とす

る。 

第１３条 法第２７条第３項第２号、第２８条第

２項各号、第２９条第３項第２号及び第３０条

第２項各号に掲げる政令で定める額を限度とし

て市町村が定める額（法附則第９条第１項第１

号イ、第２号イ⑴及びロ⑴並びに第３号イ⑴及

びロ⑴に掲げる政令で定める額を限度として市

町村が定める額を含む。以下「利用者負担額」

という。）は、法第１９条第１項各号に掲げる

小学校就学前子どもの区分、支給認定保護者の

属する世帯の所得の状況等に応じ、別表に定め

る基準により算定した額とする。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（利用者負担額等に関する事項の通知） （利用者負担額に関する事項の通知） 

第１４条 府令第７条（府令第１３条第１項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による通知

は、教育・保育給付認定保護者に対するものに

あっては利用者負担額等決定（変更）通知書（保

護者用）により、特定教育・保育施設等に対す

るものにあっては利用者負担額等決定（変更）

通知書（施設・事業用）により行うものとする。 

第１４条 府令第７条（府令第１３条第１項にお

いて準用する場合を含む。）の規定による通知

は、支給認定保護者に対するものにあっては利

用者負担額決定（変更）通知書（保護者用）に

より、特定教育・保育施設等に対するものにあ

っては利用者負担額決定（変更）通知書（施設・

事業用）により行うものとする。 

（利用者負担額等に関する事項の変更の通知） （利用者負担額に関する事項の変更の通知） 

第１５条 府令第９条第４項（府令第１１条第３

項において準用する場合を含む。）の規定によ

第１５条 府令第９条第４項（府令第１１条第３

項において準用する場合を含む。）の規定によ



る通知は、教育・保育給付認定保護者に対する

ものにあっては利用者負担額等決定（変更）通

知書（保護者用）により、特定教育・保育施設

等に対するものにあっては利用者負担額等決定

（変更）通知書（施設・事業用）により行うも

のとする。 

る通知は、支給認定保護者に対するものにあっ

ては利用者負担額決定（変更）通知書（保護者

用）により、特定教育・保育施設等に対するも

のにあっては利用者負担額決定（変更）通知書

（施設・事業用）により行うものとする。 

（利用者負担額の変更） （利用者負担額の変更） 

第１６条 市長は、災害その他特別の理由により 

、教育・保育給付認定保護者の負担能力に変更

が生じたときは、当該教育・保育給付認定保護

者の申請に基づき、その変動に応じて利用者負

担額を変更することができる。 

第１６条 市長は、災害その他特別の理由により 

、支給認定保護者の負担能力に変更が生じたと

きは、当該支給認定保護者の申請に基づき、そ

の変動に応じて利用者負担額を変更することが

できる。 

（施設型給付費及び地域型保育給付費等の支給

の申請） 

（施設型給付費及び地域型保育給付費等の支給

の申請） 

第１７条 施設型給付費、特例施設型給付費、地

域型保育給付費又は特例地域型保育給付費（次

項において「施設型給付費等」という。）の支

給を受けようとする教育・保育給付認定保護者

は、施設型給付費・地域型保育給付費等支給申

請書に特定教育・保育等提供証明書（特定教育・

保育施設、特定地域型保育事業者又は特例保育

を行う事業者が特定教育・保育等（特定教育・

保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域

型保育、特別利用地域型保育、特定利用地域型

保育又は特例保育をいう。以下この項において

同じ。）を提供したことを証明する書類であっ

て、その提供した特定教育・保育等の内容、費

用の額その他必要と認められる事項を記載した

ものをいう。）を添えて、市長に提出しなけれ

ばならない。 

第１７条 施設型給付費、特例施設型給付費、地

域型保育給付費又は特例地域型保育給付費（次

項において「施設型給付費等」という。）の支

給を受けようとする支給認定保護者は、施設型

給付費・地域型保育給付費等支給申請書に特定

教育・保育等提供証明書（特定教育・保育施設、

特定地域型保育事業者又は特例保育を行う事業

者が特定教育・保育等（特定教育・保育、特別

利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、特

別利用地域型保育、特定利用地域型保育又は特

例保育をいう。以下この項において同じ。）を

提供したことを証明する書類であって、その提

供した特定教育・保育等の内容、費用の額その

他必要と認められる事項を記載したものをい

う。）を添えて、市長に提出しなければならな

い。 

２ 法第２７条第５項（法第２８条第４項におい

て準用する場合を含む。）又は第２９条第５項

（第３０条第４項において準用する場合を含

む。）の規定により前項の教育・保育給付認定

保護者に係る施設型給付費等が特定教育・保育

２ 法第２７条第５項（法第２８条第４項におい

て準用する場合を含む。）又は第２９条第５項

（第３０条第４項において準用する場合を含

む。）の規定により前項の支給認定保護者に係

る施設型給付費等が特定教育・保育施設又は特



施設又は特定地域型保育事業者に支払われると

きは、同項の規定は、適用しない。 

定地域型保育事業者に支払われるときは、同項

の規定は、適用しない。 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 

第３章 子育てのための施設等利用給付  

第１節 施設等利用給付認定等  

（認定の申請）  

第１８条 府令第２８条の３第１項に規定する申

請書は、施設等利用給付認定申請書によるもの

とする。 

 

（認定の結果の通知等）  

第１９条 法第３０条の５第３項の規定による通

知は、施設等利用給付認定（変更）通知書によ

り行うものとする。 

 

２ 法第３０条の５第４項の規定による通知は、

施設等利用給付認定却下通知書により行うもの

とする。 

 

（施設等利用給付認定の有効期間）  

第２０条 府令第２８条の５第４号ロに規定する

市町村が定める期間は、６０日とする。ただし 

、市長が必要と認める場合は９０日とする。 

 

２ 府令第２８条の５第６号の市町村が定める期

間は、府令第１条の５第９号又は第１０号に掲

げる事由に該当するものとして認めた事情を勘

案して市長が適当と認める期間とする。 

 

（現況の届出）  

第２１条 府令第２８条の６第１項の規定による

届書は、施設等利用給付認定現況届によるもの

とする。 

 

（施設等利用給付認定の変更の認定の申請）  

第２２条 府令第２８条の８第１項の申請書は、

施設等利用給付認定変更（取消）申請書兼届出

書によるものとする。 

 

（申請による施設等利用給付認定の変更の認定

の結果の通知等） 

 



第２３条 法第３０条の８第３項において準用す

る法第３０条の５第３項の規定による通知は、

施設等利用給付認定（変更）通知書により行う

ものとする。 

 

２ 法第３０条の８第３項において準用する法第

３０条の５第４項の規定による通知は、施設等

利用給付認定変更却下通知書により行うものと

する。 

（職権による施設等利用給付認定の変更の認定

の通知） 

 

第２４条 法第３０条の８第５項において準用す

る法第３０条の５第３項の規定による通知は、

施設等利用給付認定（変更）通知書により行う

ものとする。 

 

（施設等利用給付認定の取消しの通知）  

第２５条 府令第２８条の１１の規定による通知

は、施設等利用給付認定取消通知書により行う

ものとする。 

 

（申請内容の変更の届出）  

第２６条 府令第２８条の１２第１項の届書は、

施設等利用給付認定変更（取消）申請書兼届出

書によるものとする。 

 

第２節 施設等利用費の支給  

（施設等利用費の支給申請）  

第２７条 府令第２８条の１９第１項に規定する

請求書は、施設等利用費請求書（償還払い用）

によるものとする。 

 

２ 法第３０条の１１第３項に規定する支払い

は、施設等利用費請求書（法定代理受領用）に

よるものとする。 

 

第４章 特定教育・保育施設及び特定地域 

型保育事業者並びに特定子ども・ 

子育て支援提供者 

第３章 特定教育・保育施設及び特定地域 

型保育事業者                  

                 

第１節 特定教育・保育施設 第１節 特定教育・保育施設 



（確認の申請） （確認の申請） 

第２８条 府令第２９条の申請書は、特定教育・

保育施設確認申請書によるものとする。 

第１８条 府令第２６条の申請書は、特定教育・

保育施設確認申請書によるものとする。 

（確認の変更の申請） （確認の変更の申請） 

第２９条 府令第３１条の申請書は、特定教育・

保育施設確認変更申請書によるものとする。 

第１９条 府令第２８条の申請書は、特定教育・

保育施設確認変更申請書によるものとする。 

（変更の届出等） （変更の届出等） 

第３０条 ＜省略＞ 第２０条 ＜省略＞ 

（確認の辞退） （確認の辞退） 

第３１条 ＜省略＞ 第２１条 ＜省略＞ 

（確認の取消し等） （確認の取消し等） 

第３２条 ＜省略＞ 第２２条 ＜省略＞ 

第２節 特定地域型保育事業者 第２節 特定地域型保育事業者 

（確認の申請） （確認の申請） 

第３３条 府令第３９条の申請書は、特定地域型

保育事業者確認申請書によるものとする。 

第２３条 府令第３６条の申請書は、特定地域型

保育事業者確認申請書によるものとする。 

（確認の変更の申請） （確認の変更の申請） 

第３４条 府令第４０条の申請書は、特定地域型

保育事業者確認変更申請書によるものとする。 

第２４条 府令第３７条の申請書は、特定地域型

保育事業者確認変更申請書によるものとする。 

（変更の届出等） （変更の届出等） 

第３５条 ＜省略＞ 第２５条 ＜省略＞ 

（確認の辞退） （確認の辞退） 

第３６条 ＜省略＞ 第２６条 ＜省略＞ 

（確認の取消し等） （確認の取消し等） 

第３７条 ＜省略＞ 第２７条 ＜省略＞ 

第３節 業務管理体制の整備等     第３節 業務管理体制の整備等 

（業務管理体制の整備に関する事項の届出） （業務管理体制の整備に関する事項の届出） 

第３８条 府令第４６条第１項の届書は、業務管

理体制届によるものとする。 

第２８条 府令第４３条第１項の届書は、業務管

理体制届によるものとする。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

第４節 特定子ども・子育て支援提供者  

（確認の申請）  



第３９条 府令第５３条の２の申請書は、特定子

ども・子育て支援施設等確認申請書によるもの

とする。 

 

（変更の届出等）  

第４０条 法第５８条の５の規定による届出は、

住所等変更届により行うものとする。 

 

（確認の辞退）  

第４１条 特定子ども・子育て支援提供者は、法

第５８条の６第１項の規定によりその確認を辞

退しようとするときは、確認辞退届を市長に届

け出るものとする。 

 

第５章 雑則 第４章 雑則 

（様式） （様式） 

第４２条 ＜省略＞ 第２９条 ＜省略＞ 

（委任） （委任） 

第４３条 ＜省略＞ 第３０条 ＜省略＞ 

附 則 附 則 

 （法附則第６条第４項の規定による費用の徴収 

  ） 

第３条 法附則第６条第４項の規定により徴収す

る特定保育所における保育に係る保育認定子ど

もの年齢等に応じて定める額は、法第１９条第

１項第１号に掲げる小学校就学前子ども（法第

１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ど

もが特別利用教育を受けた場合を含む。）及び

法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前

子ども（特別利用教育を受ける子ども及び満３

歳に到達した日の属する年度中の子どもを除

く。）にあっては零とし、法第１９条第１項第

３号に掲げる小学校就学前子ども（満３歳に到

達した日の属する年度中の法第１９条第１項第

２号に掲げる小学校就学前子どもを含む。）に

あっては別表に定める額とする。 

 （法附則第６条第４項の規定による費用の徴収 

  ） 

第３条 法附則第６条第４項の規定により徴収す

る特定保育所における保育に係る保育認定子ど

もの年齢等に応じて定める額は、別表（⑵⑶の

表に係る部分に限る。）に定める額とする。 

２ 月の中途で保育の利用を開始し、又は解除し２ 月の中途で保育の利用を開始し、又は解除し



た場合における当該月の徴収額は、前項の規定

にかかわらず、当該月における保育所の利用の

期間に応じ、別表に定める額について日割りに

より算定した額とする。 

た場合における当該月の徴収額は、前項の規定

にかかわらず、当該月における保育所の利用の

期間に応じ、別表（⑵⑶の表に係る部分に限る。）

に定める額について日割りにより算定した額と

する。 

（法附則第６条第４項の規定による徴収額の変

更） 

（法附則第６条第４項の規定による徴収額の変

更） 

第４条 市長は、災害その他特別の理由により、

保育認定子どもの教育・保育給付認定保護者又

は扶養義務者の負担能力に変更が生じたとき

は、当該保育認定子どもの教育・保育給付認定

保護者又は扶養義務者の申請に基づき、その変

動に応じて法附則第６条第４項の規定による徴

収額を変更することができる。 

第４条 市長は、災害その他特別の理由により、

保育認定子どもの支給認定保護者又は扶養義務

者の負担能力に変更が生じたときは、当該保育

認定子どもの支給認定保護者又は扶養義務者の

申請に基づき、その変動に応じて法附則第６条

第４項の規定による徴収額を変更することがで

きる。 



別表を次のように改める。  

別表 

教育・保育給付認定保護者の属する世帯の階層区分  利用者負担額  

（月額）１人当たり  

保育標準時間  保育短時間  

A 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）によ

る被保護世帯（単給世帯を含む。）及び中国残留

邦人等の円滑な帰国の促進並びに永住帰国した

中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に

関する法律（平成６年法律第３０号）による支

援給付受給世帯（中国残留邦人等の円滑な帰国

の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法

律の一部を改正する法律（平成２５年法律第１

０６号）附則第２条第１項又は第２項の規定に

よりなお従前の例によることとされた支援給付

受給世帯を含む。）  

円  

０  

円  

０  

B１  市町村民税非課税世帯でひとり親世帯等  

里親世帯（里親委託された子どもに係る利用者

負担額に限る。）  

０  ０  

B２  市町村民税非課税世帯で B１階層以外の世帯  ０  ０  

C１  A 階層を除き当該年度

分（４月から８月まで

の月分については、前

年度分）の市町村民税

所得割の課税世帯であ

って、その所得割の額

の区分が次の区分に該

当する世帯  

４８，６００円未満世帯

（ひとり親世帯等）  

４，５００  ４，２５０  

C２  ４８，６００円未満世帯

（C１階層以外の世帯）  

９，０００  ８，５００  

D１  ５５，０００円未満（ひ

とり親世帯等）  

４，５００  ４，２５０  

D２  ５５，０００円未満（D１

階層以外の世帯）  

１１，０００  １０，５００  

D３  ５７，７００円未満（ひ

とり親世帯等）  

４，５００  ４，２５０  

D４  ５７，７００円未満（D３

階層以外の世帯）  

１２，０００  １１，０００  

D５  ６１，０００円未満（ひ ４，５００  ４，２５０  



とり親世帯等）  

D６  ６１，０００円未満（D５

階層以外の世帯）  

１２，０００  １１，０００  

D７  ７７，１０１円未満（ひ

とり親世帯等）  

４，５００  ４，２５０  

D８  ７７，１０１円未満（D７

階層以外の世帯）  

１６，０００  １５，０００  

D９  ７９，０００円未満  １６，０００  １５，０００  

D１０  ８５，０００円未満  ２０，０００  １９，０００  

D１１  ９７，０００円未満  ２４，０００  ２２，０００  

D１２  １４５，０００円未満  ２７，０００  ２５，０００  

D１３  １５７，０００円未満  ３２，０００  ３０，０００  

D１４  １６９，０００円未満  ３７，０００  ３５，０００  

D１５  １８５，０００円未満  ４３，０００  ４１，０００  

D１６  ２０９，０００円未満  ４８，０００  ４６，０００  

D１７  ２２７，０００円未満  ５１，０００  ４９，０００  

D１８  ２２７，０００円以上  ５４，０００  ５２，０００  

備考 

１ この表の「保育標準時間」とは、府令第４条第１項の規定により１日

当たりの保育の利用を１１時間までとするものをいう。  

２ この表の「保育短時間」とは、府令第４条第１項の規定により１日当

たりの保育の利用を８時間までとするものをいう。  

３ この表のB１階層及びB２階層における「市町村民税」とは、地方税法

第２９２条第１項第１号に規定する均等割及び同項第２号に規定する所

得割（この所得割を計算する場合には、同法第３１４条の７、第３１４

条の８及び第３１４条の９並びに同法附則第５条第３項、第５条の４第

６項及び第５条の４の２第６項の規定は適用しないものとする。）をい

う。  

４ この表に係るC１階層からD１８階層までの区分における「市町村民税所



得割」とは、地方税法第２９２条第１項第２号に規定する所得割（この

所得割を計算する場合には、同法第３１４条の７、第３１４条の８及び

第３１４条の９並びに同法附則第５条第３項、第５条の４第６項及び第

５条の４の２第６項の規定は適用しないものとする。）をいう。  

５ 備考３及び４に規定する地方税法第２９２条第１項第２号に規定する

所得割の額を計算する場合には、教育・保育給付認定保護者又は当該教

育・保育給付認定保護者と同一の世帯に属する者が指定都市（地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市をい

う。以下この項において同じ。）の区域内に住所を有する者であるとき

は、これらの者を指定都市以外の市町村の区域内に住所を有する者とみ

なして計算する。  

６ 備考３に規定する「市町村民税」及び備考４に規定する「市町村民税

所得割」の額を計算する場合には、教育・保育給付認定保護者又は当該

教育・保育給付認定保護者と同一の世帯に属する者が地方税法第２９２

条第１項第１１号イ中「夫と死別し、若しくは夫と離婚した後婚姻をし

ていない者又は夫の生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とある

のを「婚姻によらないで母となった女子であって、現に婚姻（届出をし

ていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。）をして

いないもの」と読み替えた場合に同号イに該当する者又は同項第１２号

中「妻と死別し、若しくは妻と離婚した後婚姻をしていない者又は妻の

生死の明らかでない者で政令で定めるもの」とあるのを「婚姻によらな

いで父となった男子であって、現に婚姻（届出をしていないが、事実上

婚姻関係と同様の事情にある場合を含む。）をしていないもの」と読み

替えた場合に同号に該当する者であるときは、これらの者を同法第２９

５条第１項第２号、第３１４条の２第１項第８号及び第３項の寡婦又は



寡夫とみなして計算する。  

７ この表の「ひとり親世帯等」とは、教育・保育給付認定保護者又は当

該教育・保育給付認定保護者と同一の世帯に属するものが次の各号のい

ずれかに該当する場合における世帯をいう。  

 ⑴ 生活保護法第６条第２項に規定する要保護者  

 ⑵ 母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）によ

る配偶者のない者で現に児童を扶養しているもの（教育・保育給付認

定保護者の場合に限る。）  

 ⑶ 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条第４項の

規定により身体障害者手帳の交付を受けた者（障害者又は障害児であ

って、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号）第１９条第３項に規定する特定施設そ

の他これに類する施設に入所又は入院をしていないもの（以下「在宅

障害児」という。）に限る。）  

 ⑷ 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）

の規定により療育手帳の交付を受けた者（在宅障害児に限る。）  

 ⑸ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２

３号）第４５条第２項の規定により精神障害者保健福祉手帳の交付を

受けた者（在宅障害児に限る。）  

 ⑹ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４

号）に定める特別児童扶養手当の支給対象児童（在宅障害児に限る。） 

 ⑺ 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）に定める国民年金の障害

基礎年金等の受給者（在宅障害児に限る。）  

 ⑻ 市長が生活保護法第６条第２項に規定する要保護者に準ずる程度に

困窮していると認める者  



８ この表の「里親」とは、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第

６条の４第１項に規定する里親であって、教育・保育給付認定保護者（法

第１９条第１項第３号に掲げる区分に限る。）をいう。  

９ 法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用者負

担額は、上記の表中C1階層からD５階層まで又はD７階層の区分における

世帯においては、政令第１４条に規定する特定被監護者等が２人以上い

るときは、上記の表の定めにかかわらず、それぞれ次の表の第２欄によ

り計算して得た額とする。  

第１欄  第２欄  

⑴  特定被監護者等のうち小学校就学前子ども以

外の者が１人のみである場合における負担額算

定基準子どものうち最年長者である満３歳未満

保育認定子ども又は全ての特定被監護者等が小

学校就学前子どもの場合における負担額算定基

準子どものうち２番目の年長者である満３歳未

満保育認定子ども  

上記の表の利用者負担額×０．５

（特定教育・保育給付認定保護者

に係る C１階層、D１階層、D３階

層、D５階層又は D７階層に属する

世帯の場合は、０円）  

⑵  特定被監護者等のうちに小学校就学前子ども

以外の者が２人以上いる場合における負担額算

定基準子どものうち最年長者である満３歳未満

保育認定子ども、特定被監護者等のうちに小学

校就学前子ども以外の者がいる場合における負

担額算定基準子どものうち２番目の年長者であ

る満三歳未満保育認定子ども又は負担額算定基

準子ども（そのうち最年長者及び２番目の年長

０円  



者である者を除く。）である満３歳未満保育認定

子ども  

１０ 法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用者

負担額は、上記の表中D６階層又はD８階層からD１８階層までの区分にお

ける教育・保育給付認定保護者の属する世帯において、府令第１３条に

規定する負担額算定基準子どもが２人以上いるときは、上記の表及び次

項の定めにかかわらず、それぞれ次の表の第２欄により計算して得た額

とする。  

第１欄  第２欄  

⑴  負担額算定基準子どものうち２番目の年長者

である満三歳未満保育認定子ども  

上記の表の利用者負担額×０．５  

⑵  負担額算定基準子ども（そのうち最年長者及び

２番目の年長者である者を除く。）である満三

歳未満保育認定こども  

０円  

１１ 法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用者

負担額は、１８歳到達年度の末日を経過していない兄又は姉が同一の世

帯に２人以上いるときは、上記の表の定めにかかわらず、それぞれ次の

表の第２欄により計算して得た額とする。  

第１欄  第２欄  

⑴  D９階層から D１１階層までの区分に該当する

世帯に属する小学校就学前子どものうち３歳未

満の子ども  

０円  

⑵  D１ ２階層から D１ ８階層までの区分に該当す

る世帯に属する小学校就学前子どものうち３歳

上記の表の利用者負担額×０．５  



未満の子ども  

１２ 教育・保育給付認定保護者の属する世帯の階層区分の認定について

は、その教育・保育給付認定保護者に係る教育・保育給付認定子どもと

生計を一にする父母（事実婚を含む。）及びそれ以外の扶養義務者（家

計の主宰者である場合に限る。）の課税額の合計により行う。  

附 則 

 この規則は、令和元年１０月１日から施行する。  

 


